
国立大学法人愛媛大学（法人番号 9500005001934）の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

① 役員報酬の支給水準の設定についての考え方

　愛媛大学の主要事業は教育・研究である。役員報酬水準を検討するにあたって、他の国立大学法人、国家
公務員、類似事業を実施している民間法人や独立行政法人等のほか、国・地方公共団体が運営する教育・研
究機関のうち、常勤職員数（愛媛大学は2,482人（平成27年4月1日現在））や教育・研究事業で比較的同等と認
められる以下の法人を参考とした。
・国立大学法人徳島大学・・・当該法人は，同じ国立大学法人として教育・研究事業を実施している（常勤職員
数2,315人）。公表資料によれば、平成26年度の長の年間報酬額は17,402千円、理事は11,900千円～13,841
千円、監事（常勤）は10,859千円であった。

　愛媛大学においては、平成16年度より期末特別手当において、国立大学法人評価委員会が行う業績評価
の結果及び役員としての業務に対する貢献度を総合的に勘案し、学長が国立大学法人愛媛大学経営協議会
の議を経て、当該手当額を100分の10の範囲内で増減することができることとしている。

② 平成2７年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び平成２７年度における改定内容

常勤の役員報酬支給基準は、国立大学法人愛媛大学役員給与規程に基づき、毎月支給さ

れる報酬（俸給、地域手当、広域異動手当、通勤手当、単身赴任手当）及び6月と12月に支

給される期末特別手当から構成されている。期末特別手当については、基準額（俸給＋地域

手当＋広域異動手当＋（俸給＋地域手当＋広域異動手当）×100分の20＋俸給×100分の

25）に6月に支給する場合においては100分の150、12月期に支給する場合においては100分

16 を乗じ さらに基準日以前6箇月以内におけるそ 者 在職期間に応じた割合を乗じて

理事 法人の長と同じ

理事（非常勤）

監事
法人の長、理事と同じ

監事（非常勤）
理事（非常勤）と同じ

給される期末特別手当から構成されている。期末特別手当については、基準額（俸給＋地域

手当＋広域異動手当＋（俸給＋地域手当＋広域異動手当）×100分の20＋俸給×100分の

25）に6月に支給する場合においては100分の150、12月期に支給する場合においては100分

の165を乗じ、さらに基準日以前6箇月以内におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて

得た額としている。

なお、平成27年度においては、下記のとおり改定を行った。

①給与法指定職の改定に準じ、俸給の引き下げ（平均2%）及び期末特別手当の支給率の

引き上げ （年間0.05月分）を行った。

②学長の俸給について、給与法指定職俸給表5号俸相当から6号俸相当に改定した。

非常勤の役員報酬支給基準は、国立大学法人役員給与規程に基づき、非常勤役員手当

（月額114,000円～352,000円）のみで構成されている。

なお、平成27年度において、それまで固定額であった非常勤役員手当を、職責・勤務形態

等を勘案して上記のとおり支給額に幅を設けることとした。



２　役員の報酬等の支給状況
平成２７年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

17,232 12,420 4,727 85
（通勤手当）

4月1日

千円 千円 千円 千円

12,658 9,132 3,475 50
（通勤手当）

4月1日

千円 千円 千円 千円

12,658 9,132 3,475 50
（通勤手当）

4月1日

千円 千円 千円 千円

12,658 9,132 3,475 50
（通勤手当）

4月1日

千円 千円 千円 千円

12,631 9,132 3,475 24
（通勤手当）

4月1日

千円 千円 千円 千円

14,032 8,472 3,608
1，２１９

７０８
２４

（地域手当）
（単身赴任手当）

（通勤手当） ◇
千円 千円 千円 千円

11,720 8,472 3,224 24
（通勤手当） ※

千円 千円 千円 千円

3,720 3,720 3月31日

注１：「地域手当」とは、就任直前に民間の賃金水準が本学より高い地域に住んでいた者に対し、
　　　２年を限度として支給するものである。
注２ 総額 各内訳に いて千円未満切り捨てのため 総額と各内訳の合計額は必ずしも 致しない

B理事

前職

C理事

就任・退任の状況
役名

その他（内容）

E理事

D理事

法人の長

A理事

A監事

B監事
（非常勤）

注２：総額、各内訳について千円未満切り捨てのため、総額と各内訳の合計額は必ずしも一致しない。
注３：「前職」欄の「◇」は役員出向者、「※」は独立行政法人等の退職者であることを示す。



３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
　法人の長

　理事

理事（非常勤）

愛媛大学は、「輝く個性で 地域を動かし世界とつながる大学」を創造することを理念に、地

域を牽引し、グローバルな視野で社会に貢献する教育・研究・社会活動を展開するという ビ

ジョンを掲げ、ビジョンを達成するための3つの戦略（「地域の持続的発展を支える人材育成

の推進」、「地域産業イノベーションを創出する機能の強化」、「世界をリードする最先端研究

拠点の形成・強化」）を学長のリーダーシップの下で推進している。

そうしたなかで、愛媛大学の学長は、職員数約2,500名の法人の代表として、その業務を掌

理するとともに、校務を司り、所属職員を統括して、経営責任者と教学責任者の職務を同時

に担っている。

学長の年間報酬額は、人数規模が同規模である民間企業の役員報酬3,159万円と比較し

た場合、それ以下であり、また、事務次官の年間給与額2,249万円と比べてもそれ以下となっ

ている。

愛媛大学では､学長の報酬月額を法人化前の国家公務員指定職俸給表の俸給月額を踏

まえて決定しているが､学長の職務内容の特性は上記のとおり法人化前と同等以上であると

言え､これまでの各年度における業績評価の結果を勘案したものとしている。

こうした職務内容の特性や民間企業、国家公務員等との比較を踏まえると、報酬水準は妥

当であると考えられる。

理事は､「企画・財務・広報」､「教育」､「社会連携・渉外」､「学術・環境」､「総務・施設」の各担

当分野の責任者として､学長を補佐し､本法人の業務を掌理する。

理事の年間報酬額は､人数規模が同規模である民間企業の専務取締役の報酬3,092万円

と比較した場合､それ以下である。

愛媛大学では､理事の報酬月額を法人化前の国家公務員指定職俸給表の俸給月額を踏

まえて決定しているが､理事の職務内容の特性は法人化前の副学長や部局長と同等以上で

あると言え､これまでの各年度における業績評価の結果を勘案したものとしている。

こうした職務内容の特性や民間企業、国家公務員等との比較を踏まえると、報酬水準は妥

当であると考えられる。

　理事（非常勤）
該当者なし

　監事

　監事（非常勤）

【文部科学大臣の検証結果】

監事は､法人の業務を監査し､監査結果に基づき必要があるときは学長又は文部科学大

臣へ意見を提出すること､学長又はその他代表権を有する役員との利益が相反する事項につ

いては法人を代表すること､財務諸表及び決算報告書を監査し監事意見を付することを業務

としている。

監事の年間報酬額は､人数規模が同規模である民間企業の取締役の報酬2,082万円と比

較した場合、それ以下である。

こうした職務内容の特性や民間企業との比較を踏まえると、報酬水準は妥当であると考えら

れる。

職務内容の特性や国家公務員指定職適用官職、他の同規模の国立大学法人、民間企業

等との比較などを考慮すると、役員の報酬水準は妥当であると考えられる。

監事（非常勤）の業務内容は監事と同様であり、給与水準については、監事の報酬を基準

に業務量等を考慮して決定している。

こうした職務内容の特性や民間企業との比較を踏まえると、報酬水準は妥当であると考えら

れる。



４　役員の退職手当の支給状況（平成27年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

５　退職手当の水準の妥当性について
【文部科学大臣の判断理由等】

区分

理事 該当者なし

監事 該当者なし

判断理由

該当者なし

理事

法人の長

監事
（非常勤）

監事

法人の長

法人での在職期間

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

監事
（非常勤）

該当者なし

愛媛大学においては、平成16年度より期末特別手当において、国立大学法人評価委員会が行う業績評価

の結果及び役員としての業務に対する貢献度を総合的に勘案し、学長が国立大学法人愛媛大学経営協議会の

議を経て、当該手当額を100分の10の範囲内で増減することができることとしている。



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　

　③　 給与制度の内容及び平成27年度における主な改定内容

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

本法人の給与水準を検討するにあたって､他の国立大学法人等､国家公務員のほか､平成27年職種別民間

給与実態調査によるデータのうち､企業規模別・職種別平均支給額を参考にした。

（１） 国立大学法人徳島大学・・・当該法人は､教育・研究等事業内容において類似する国立大学法人であ

り､法人規模においても同等（常勤職員数2,315人）となっている。

（２） 国家公務員・・・平成27年国家公務員給与等実態調査において､国家公務員のうち行政職俸給表

（一）の平均給与月額は408,996円､医療職俸給表（三）の平均給与月額は346,447円となっている。

なお､人件費管理については、大学教員にあっては、平成28年4月より、従前の定員管理を廃止し、人件費

ベース（ポイント制）での管理を行い、柔軟な人員配置による教育・研究サービスの向上に努める。さらに年俸制

の導入を促進し、業績に応じた給与制度の充実を図る。また、附属病院にあっては、医療サービスと収益の向

上の最適化を図るよう人件費配分を行う。さらに、間接部門（事務組織）にあっては、職員の能力向上と業務の

効率化、合理化を図り、人件費の適正管理に努める。

昇給､昇格の実施及び勤勉手当の成績率の判定にあたっては､人事評価制度に基づく評価結果等を考慮し

ている。なお､平成26年11月から導入を開始した大学教員への年俸制においては､業績給を設けている。月給

制における業績給に相当する勤勉手当は給与支給総額の約９％程度であるが､年俸制における業績給は全体

の約30％であり､職員の業績に応じたメリハリのある給与制度としている。

◎給与制度の内容

（月給制）

国立大学法人愛媛大学職員給与規程に則り、職員の給与は、基本給、諸手当及び賞与とし、次の各号に掲

げる区分により支給する

　　

　

（月給制）

国立大学法人愛媛大学職員給与規程に則り、職員の給与は、基本給、諸手当及び賞与とし、次の各号に掲

げる区分により支給する。

(1) 基本給は、俸給、俸給の調整額及び教職調整額とする。

(2) 諸手当は、管理職手当、文部科学省実務研修生手当、地域手当、広域異動手当、扶養手当、住居手

当、通勤手当、単身赴任手当、特殊勤務手当、入試業務手当、特別教授手当、職務付加手当、専門

看護師手当・認定看護師手当、栄誉教授手当、専門薬剤師手当・認定薬剤師手当、初任給調整手当、

宿日直手当、管理職員特別勤務手当、義務教育等教員特別手当、産業教育手当、時間外勤務手

当、休日勤務手当及び夜勤手当とする。

(3) 賞与は、期末手当及び勤勉手当とする。

賞与のうち、期末手当については、期末手当基準額（基本給＋扶養手当＋これらに関する地域手当、

広域異動手当＋役職段階別加算額＋管理職加算額）に6月に支給する場合においては100分の122.5

（特定幹部職員は100分の102.5）を、12月に支給する場合においては100分の137.5（特定幹部職員は

100分の117.5）を乗じ、さらに基準日以前6箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合

を乗じて得た額としている。勤勉手当については、勤勉手当基準額（基本給＋これに対する地域手

当、広域異動手当＋役職段階別加算額＋管理職加算額）に、人事評価に基づき決定される成績率及

び基準日以内６箇月の期間におけるその者の勤務期間に応じた割合を乗じて得た額としている。

（年俸制（特定職員対象））

国立大学法人年俸制適用職員給与規程に則り、特定職員（主に外部資金等により雇用される任期付職員）

のうち年俸制を適用する者の給与は基本年俸及び諸手当とする。

諸手当は、住居手当、通勤手当、栄誉教授手当、時間外勤務手当、休日勤務手当、夜勤手当とする。なお、

賞与は支給しない。

（年俸制（承継職員対象））

国立大学法人愛媛大学年俸制教員給与規程に則り、承継職員である者のうち、年俸制を適用する教員の給

与は、年俸及び諸手当とする。

(1) 年俸は基本年俸と業績年俸とする。

(2) 諸手当は、管理職手当、地域手当、広域異動手当、扶養手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、

特殊勤務手当、入試業務手当、特別教授手当、職務付加手当、栄誉教授手当、初任給調整手当、宿

日直手当、時間外勤務手当、休日勤務手当、夜勤手当、俸給の調整額とする。

(3) 業績年俸は、基準額（基本年俸の12分の1＋これに対する地域手当，広域異動手当＋役職段階別加

算額＋管理職加算額）に、業績評価に基づき決定される業績評価率及び基準日以内6箇月の期間に

おけるその者の勤務期間に応じた割合を乗じて得た額としている。



２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

人員 うち所定内平均年齢
平27年度の年間給与額（平均）

常勤職員

区分 うち賞与総額

◎平成２７年度における主な改定内容

①年俸制を除く全ての俸給表の俸給月額を平均約1.6％引き下げ（ただし、初任層（概ね30歳以下）にお

いては0～1.8%引き上げ。また、平成30年3月31日までの間は経過措置として現給保障あり。） （4月から）

②勤勉手当の支給率について，年間0.10月分の引き上げ

③医師に支給する初任給調整手当を200円引き上げ（4月から）

④地域手当について、支給地区分及び支給割合を見直し（4月から）

⑤広域異動手当の支給率について、異動前後の官署間の距離区分に応じて、300km以上は6%から8%に、

60km以上300km未満は3%から4%にそれぞれ引き上げ（4月から）

⑥単身赴任手当について、基礎額を23,000円から26,000円に、距離区分に応じた加算額の上限を45,000円

から58,000円のそれぞれ引き上げ（4月から）

⑦管理職員特別勤務手当について、災害等への対処等の臨時・緊急の必要により平日深夜に勤務した場合

の手当区分（上限1回6,000円）を新設（4月から）

1,806 42.6 6,348 4,672 51 1,676
人 歳 千円 千円 千円 千円

370 43.4 5,393 3,984 65 1,409
人 歳 千円 千円 千円 千円

755 48.2 8,163 5,963 44 2,200
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

448 34.6 4,536 3,377 47 1,159
人 歳 千円 千円 千円 千円

5 56.3 5,286 3,945 44 1,341
人 歳 千円 千円 千円 千円

46 45.1 7,197 5,355 54 1,842
人 歳 千円 千円 千円 千円

41 43 6,846 5,093 62 1,753
人 歳 千円 千円 千円 千円

141 34.7 4,504 3,360 63 1,144
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

人 歳 千円 千円 千円 千円

1
人 歳 千円 千円 千円 千円

1

教育職種（附属義務教育学校教員）

教育職種（附属高校教員）

事務・技術

教育職種
（大学教員）

医療職種
（病院医師）

常勤職員

医療職種
（病院看護師）

在外職員

任期付職員

教育職種
（大学教員）

技能・労務職種

医療職種（病院医療技術職員）

その他医療職種（看護師）



人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

人 歳 千円 千円 千円 千円

62 37.7 3,399 2,958 50 441
人 歳 千円 千円 千円 千円

17 51.7 3,034 2,254 86 780
人 歳 千円 千円 千円 千円

4 37 4,236 3,148 51 1,088
人 歳 千円 千円 千円 千円

30 27.8 3,468 3,468 0 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

7 43.1 3,351 2,504 146 847
人 歳 千円 千円 千円 千円

4 43.5 3,675 2,722 107 953

注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

注２：常勤職員の「技能・労務職種」とは、自動車運転手、医療機器操作員等を示す。
注３：常勤職員の「教育職種（附属高校教員）」には、附属特別支援学校教員を含む。
注４：常勤職員の「教育職種（附属義務教育学校教員）」には、附属幼稚園教員を含む。

注６：常勤職員の「教育職種（大学教員）」には、特定教員（注８）、病院教員（注９）及び寄附講座等教員（注10）を含む。

医療職種（病院医療技術職員）

非常勤職員

事務・技術

教育職種
（大学教員）

医療職種
（病院看護師）

技能・労務職種

注５：常勤職員の「事務・技術」には、特定技術職員（注７）を含む。

注９：「病院教員」とは、研究拠点形成費補助金、大学改革推進等補助金及びその他国、独立行政法人等の補助金並

注７：「特定技術職員」とは、外部資金又は病院収入により雇用される者で、専門的な知識又は特殊な技能を要する業
     務及び資格免許を必要とする業務に従事する任期付きの職員をいう。
注８：「特定教員」とは、外部資金により雇用する者で、特定のプログラム、プロジェクト等に従事する任期付きの教員をい
      う。

再任用職員

医療職種
（病院医師）

注12：非常勤職員の「医療職種（病院医師）」とは、医員及び研修医を示す。

注11：任期付職員の教育職種（大学教員）については，該当者が１人のため，当該個人に関する情報が特定されるおそ
　　れのあることから，人数以外は記載していない。

注９： 病院教員」とは、研究拠点形成費補助金、大学改革推進等補助金及びその他国、独立行政法人等の補助金並
      びに寄附金等の外部資金（以下「外部資金」という。）又は病院収入により雇用される者で、医学部附属病院におい
      て教育研究及び診療に従事する任期付きの教員をいう。

注10：「寄附講座等教員」とは、寄附講座及び寄附研究部門規程の規定に基づき雇用する寄附講座又は寄附研究部門
      を担当する任期付きの教員をいう。



［年俸制適用者］

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

5 59.5 13,079 8,836 64 4,243
人 歳 千円 千円 千円 千円

5 59.5 13,079 8,836 64 4,243

人 歳 千円 千円 千円 千円

64 46.5 4,569 4,569 47 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

8 37.9 2,657 2,657 56 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

21 36.8 4,043 4,043 29 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

35 54.4 5,322 5,322 55 0
人 歳 千円 0 千円 千円

該当なし

人 歳 千円 千円 千円 千円

18 63.0 3,923 3,923 70
人 歳 千円 千円 千円 千円

18 63.0 3,923 3,923 70

注１：在外職員及び非常勤職員の区分については、該当者がいないため表を省略した。
注２：医療職種（病院医師）及び医療職種（病院看護師）については、該当する職種がないため省略した。

区分 平均年齢
平成２７年度の年間給与額（平均）

うち所定内 うち賞与

事務・技術

任期付職員

事務・技術

特定研究員

人員
総額

常勤職員

教育職種
（大学教員）

注４：「特定研究員」とは、特定のプログラム、プロジェクト等に従事する任期付きの研究員をいう。
注５：「特定教員」とは、外部資金により雇用する者で、特定のプログラム、プロジェクト等に従事する任期

付きの教員をいう。

教育職種
（特定教員等）

教育職種（大学教員）

再任用職員

注３：「教育職種（特定教員等）」には、実務家教員（注６）及び特命教員（注７）を含む。

     付きの教員をいう。
注６：「実務家教員」とは、実務的教育を主に担当する任期付きの教員をいう。
注７：「特命教員」とは、知識、経験等に基づき、当法人の長が特に必要とする教育研究及びこれに関連
　　　する業務に従事する任期付きの教員をいう。



②

注：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師）)
〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以下、④まで同じ。〕
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③

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

代表的職位

　　　　　・　課　　長 33 55.4 7,611

　　　　　・　係　　長 132 45.8 5,586

　　　　　・　主　　任 53 40.2 4,748

　　　　　・　係　　員 98 31.8 3,760

（教育職員（大学教員））

平均
人 歳 千円

代表的職位

　　　　　・　教　　授 262 55.1 9,739

　　　　　・　准 教 授 253 47.3 7,903

　　　　　・　講　　師 73 44.1 7,320

　　　　　・　助　　教 162 40.0 6,271

（医療職員（病院看護師））

平均
人 歳 千円

平均年齢

年間給与額

8,904～6,250

千円

（最高～最低）
人員 平均年齢

5,206～2,927

分布状況を示すグループ

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師））

千円

6,785～4,061

6,187～3,854

千円

9,358～5,679

年間給与額

（最高～最低）
分布状況を示すグループ 人員

13,187～7,598

9,196～5,750

7,233～5,145

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

（最高～最低）

代表的職位

　　　　　・　看護師長 24 50.1 6,231

　　　　　・　副看護師長 46 44.0 5,532

　　　　　・　看護師 373 32.2 4,215

④

（事務・技術職員）
夏季（６月） 冬季（12月） 計

％ ％ ％

53.1 53.1 53.1
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 46.9 46.9 46.9

％ ％ ％

         最高～最低 50.7～40.8 52.9～37.4 50.5～39.0

％ ％ ％

61.2 61.6 61.4
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 38.8 38.4 38.6

％ ％ ％

         最高～最低 45.4～33.9　 44.9～34.2　 43.4～34.0

区分

一律支給分（期末相当）

管理
職員

6,624～5,490

6,382～4,416

5,974～3,094

一般
職員

賞与（平成27年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員
（病院看護師））

一律支給分（期末相当）



（教育職員（大学教員））

夏季（６月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

53.8 55.7 54.8
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 46.2 44.3 45.2

％ ％ ％

         最高～最低 53.3～36.2 49.3～35.9 49.7～36.4

％ ％ ％

61.2 61.7 61.5
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 38.8 38.3 38.5

％ ％ ％

         最高～最低 46.9～31.5　 46.1～34.5　 　46.5～34.4

（医療職員（病院看護師））

夏季（６月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

％ ％ ％

         最高～最低 ～ ～ ～

％ ％ ％

60.5 61.3 60.9
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 39.5 38.7 39.1

％ ％ ％

         最高～最低 45.4～34.5　 44.9～34.1　 　43.0～34.7

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

区分

一律支給分（期末相当）

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

注：医療職員（病院看護師）における管理職員は１人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあるこ
　　とから記載していない。



３　給与水準の妥当性の検証等

○事務・技術職員

・年齢勘案 82.2
・年齢・地域勘案 90.1
・年齢・学歴勘案 81.2
・年齢・地域・学歴勘案 89.7
（参考）対他法人 93.3

（文部科学大臣の検証結果）

　給与水準の比較指標では国家公務員の水準未満となっていること等から
給与水準は適正であると考える。引き続き適正な給与水準の維持に努めて
いただきたい。

内容

　給与水準の妥当性の
　検証

国家公務員に比べ低い給与水準であり、問題ないと考える。

対国家公務員
指数の状況

項目

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　33％】
（国からの財政支出額13,975,297千円、支出予算の総額42,112,746千円：平成27年
度予算）
【累積欠損額　0円（平成26年度決算）】
【管理職の割合1.6％（常勤職員数 447名中7名）】
【大卒以上の高学歴者の割合 74.0 ％（常勤職員数 447名中331名）】
【支出総額に占める給与・報酬等支給額の割合　28.2％】
（支出総額　45,166,926千円、給与・報酬等支給総額　12,720,521千円：平成26年度
決算）

【検証結果】
（法人の検証結果）
　本法人の常勤の事務・技術職員のうち大卒以上の高学歴者の占める割合は74.0%
であり、国家公務員行政職俸給表（一）適用者の54.7%（平成27年国家公務員給与
等実態調査）に比べ高い割合であるが、給与水準における国家公務員との比較指
標では82.2と下回っている。
　なお、国からの財政支出額の本学の予算総額に占める割合は33％であり、また、
累積欠損は生じていないことから、適正な水準を維持していると思われる。

ただきた 。

講ずる措置 引き続き適正な給与水準の維持に努める。



○医療職員（病院看護師）

・年齢勘案 95.5
・年齢・地域勘案 98.2
・年齢・学歴勘案 95.0
・年齢・地域・学歴勘案 98.9
（参考）対他法人 94.8

国家公務員に比べ低い給与水準であり、問題ないと考える。

　給与水準の妥当性の
　検証

講ずる措置 引き続き適正な給与水準の維持に努める。

項目 内容

対国家公務員
指数の状況

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　33％】
（国からの財政支出額13,975,297千円、支出予算の総額42,112,746千円：平成27年
度予算）
【累積欠損額　0円（平成26年度決算）】
【管理職の割合　0.16％（常勤職員数 618名中1名）】
【大卒以上の高学歴者の割合　49.2％（常勤職員数 618名中304名）】
【支出総額に占める給与・報酬等支給額の割合　28.2％】
（支出総額　45,166,926千円、給与・報酬等支給総額　12,720,521千円：平成26年度
決算）

【検証結果】
（法人の検証結果）
　本法人の給与制度は国家公務員に準じており､対国家公務員指数は95.5と概ね適
正であると考える。
　なお、国からの財政支出額の本学の予算総額に占める割合は33％であり、また、
累積欠損は生じていないことから、適正な水準を維持していると思われる。

（文部科学大臣の検証結果）

　給与水準の比較指標では国家公務員の水準未満となっていること等から
給与水準は適正であると考える。引き続き適正な給与水準の維持に努めて
いただきたい。

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

○　教育職員（大学教員）と国家公務員との給与水準の比較指標 91.8

       （注） 上記比較指標は、法人化前の国の教育職（一）と行政職（一）の年収比率を基礎に、平成２７年度

の教育職員（大学教員）と国の行政職（一）の年収比率を比較して算出した指数である。

　　   　　　 なお、平成19年度までは教育職員（大学教員）と国家公務員（平成15年度の教育職（一））

　  　　　  　との給与水準（年額）の比較指標である。

４　モデル給与

○事務・技術職員

　・22歳（大卒初任給、独身）

　　  月額　176,700円　　年間給与　2,852,000円

　・35歳（主任､配偶者・子１人）

　　  月額　256,000円　　年間給与　4,470,000円

　・45歳（係長､配偶者・子２人）

　　  月額　327,000円　　年間給与　5,766,000円

○教育職員（大学教員）

　・２７歳（博士課程修了初任給、独身）

　　  月額　285,400円　　年間給与　4,606,000円

　・35歳（助教､配偶者・子１人）

　　  月額　339,400円　　年間給与　5,833,000円

　・45歳（准教授､配偶者・子２人）

　　  月額　458,300 円　　年間給与　7,966,000円



５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

平成26年11月から導入を開始した大学教員への年俸制においては､業績給を設けている。月給制に

おける業績給に相当する勤勉手当は給与支給総額の約9％であるが､年俸制における業績給は約30％

を占めており､職員の実績に応じたメリハリのある給与制度としている。今後は、当該年俸制の対象を承

継教員の10％に拡大する予定である。



Ⅲ　総人件費について

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

千円 千円 千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(D)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

注1：中期目標期間の開始年度分から当年度分までを記載する。

注２：「非常勤役職員等給与」の金額は、寄附金、受託研究費その他競争的資金等により雇用される職員

　　　　に係る費用及び人材派遣契約に係る費用等を含んでいるため、財務諸表附属明細書の「１８役員及

　　　　び教職員の給与の明細」における非常勤の合計額と一致しない。

注３：「退職手当支給額」欄は、国の常勤職員に相当する、法人の常勤職員に係る退職手当支給額を計上

 　　　　している。

総人件費について参考となる事項

12,776,201

区　　分

給与、報酬等支給総額
12,996,115 12,973,175 11,954,671 11,811,070 12,720,521

20,516,454 20,871,13720,833,206

退職手当支給額
1,855,652 1,780,213 1,628,166 1,681,418

2,009,095 2,128,337 2,162,231 2,297,851 2,450,864

非常勤役職員等給与
3,629,047 3,951,481 4,771,386 5,080,798

21,664,817 21,669,079

福利厚生費

974,090

5,346,625

1,233,570

2,572,163

最広義人件費
20,489,909

5,259,862

給与、報酬等支給総額及び最広義人件費について，対前年度比を示し，その増減要因の説明

①給与、報酬等支給総額 ・・・・・・ 対前年度比 ＋0.44 ％

説明：期末勤勉手当の支給月数を年0.1月分引き上げたこと等に伴い､55,680千円の増となった。

②最広義人件費 ・・・・・・・・・・・・・ 対前年度比 ＋0 02 ％

Ⅳ　その他

特になし

説明：期末勤勉手当の支給月数を年0.1月分引き上げたこと等に伴い､55,680千円の増となった。

②最広義人件費 ・・・・・・・・・・・・・ 対前年度比 ＋0.02 ％

説明：上記①のとおり､給与､報酬支給総額が55,680千円の増となり､また､外部資金などの経費

による特定職員（特定教員、寄附講座教員等）を増員したこと等により、非常勤役職員人

件費が86,763千円の増となった。さらに､年金制度改革に伴う長期保険料の事業主負担

増等により福利厚生費は121,299千円の増となった。一方､退職手当支給総額について

は､定年退職者数が減少したため､259,480千円の減となり､最広義人件費は4,262千円の

微増となった。




